
衆院内閣委員会 

立憲民主党選出理事・委員各位 
 

「重要土地調査規制法案」の修正案に断

固反対します。必ず廃案にするために全

力を尽くすよう重ねて要請します。 
 

戦前、「軍機保護法」は、１９３７年の改正にあたって、「本法に於て保護

する軍事上の秘密とは、不法の手段に依るに非ざれば之を探知収集すること

を得ざる高度の秘密なるを以て、政府は本法の運用に当りては須く軍事上の

秘密なることを知りて之を侵害する者のみに適用すべし」との付帯決議をつ

けて成立しました。 

織田萬・貴族院議員は、「憲法の精神から、委任命令は成るべく少くすると

いうことでなくてはならぬし、殊に臣民の権利義務に重要な関係あるものは、

成るべく法律を以て規定するということが是が立憲精神でなくちゃならぬ」

と警告しました。（軍機保護法改正法律案特別委員会） 

ところが実態はどうだったでしょうか。北海道帝国大学学生・宮澤弘幸は、

絵葉書にも明記されていた根室の海軍飛行場のことを、外国人教員であるレ

ーン夫妻に話したとして、軍機保護法違反で夫妻とともに検挙・起訴され、

懲役１５年と断罪されたのです。 

 

政府が画策している「重要土地調査規制法案」は、まさに軍機保護法と同

様の国民・監視弾圧法であることは明白です。そうである以上は、修正や付

帯決議で、本質を消すことは不可能であり全く無意味です。 

断固、廃案にすることを強く要請します。 

２０２１年５月２１日 

     北大生・宮澤弘幸「スパイ冤罪事件」の真相を広める会 

             事務局 福島清、根岸正和、水久保文明 

                   TEL: 03-3264-2905  chyda-kr@d8.dion.ne.jp 



衆院外務委員会 

立憲民主党選出理事・委員各位 
 

「重要土地調査規制法案」の修正案に断

固反対します。必ず廃案にするために全

力を尽くすよう強く要請します。 
 

戦前、「軍機保護法」は、１９３７年の改正にあたって、「本法に於て保護

する軍事上の秘密とは、不法の手段に依るに非ざれば之を探知収集すること

を得ざる高度の秘密なるを以て、政府は本法の運用に当りては須く軍事上の

秘密なることを知りて之を侵害する者のみに適用すべし」との付帯決議をつ

けて成立しました。 

織田萬・貴族院議員は、「憲法の精神から、委任命令は成るべく少くすると

いうことでなくてはならぬし、殊に臣民の権利義務に重要な関係あるものは、

成るべく法律を以て規定するということが是が立憲精神でなくちゃならぬ」

と警告しました。（軍機保護法改正法律案特別委員会） 

ところが実態はどうだったでしょうか。北海道帝国大学学生・宮澤弘幸は、

絵葉書にも明記されていた根室の海軍飛行場のことを、外国人教員であるレ

ーン夫妻に話したとして、軍機保護法違反で夫妻とともに検挙・起訴され、

懲役１５年と断罪されたのです。 

 

政府が画策している「重要土地調査規制法案」は、まさに軍機保護法と同

様の国民・監視弾圧法であることは明白です。そうである以上は、修正や付

帯決議で、本質を消すことは不可能であり全く無意味です。 

断固、廃案にすることを強く要請します。 

２０２１年５月２１日 

     北大生・宮澤弘幸「スパイ冤罪事件」の真相を広める会 

             事務局 福島清、根岸正和、水久保文明 

                   TEL: 03-3264-2905  chyda-kr@d8.dion.ne.jp 



衆院安全保障委員会 

立憲民主党選出理事・委員各位 
 

「重要土地調査規制法案」の修正案に断

固反対します。必ず廃案にするために全

力を尽くすよう強く要請します。 
 

戦前、「軍機保護法」は、１９３７年の改正にあたって、「本法に於て保護

する軍事上の秘密とは、不法の手段に依るに非ざれば之を探知収集すること

を得ざる高度の秘密なるを以て、政府は本法の運用に当りては須く軍事上の

秘密なることを知りて之を侵害する者のみに適用すべし」との付帯決議をつ

けて成立しました。 

織田萬・貴族院議員は、「憲法の精神から、委任命令は成るべく少くすると

いうことでなくてはならぬし、殊に臣民の権利義務に重要な関係あるものは、

成るべく法律を以て規定するということが是が立憲精神でなくちゃならぬ」

と警告しました。（軍機保護法改正法律案特別委員会） 

ところが実態はどうだったでしょうか。北海道帝国大学学生・宮澤弘幸は、

絵葉書にも明記されていた根室の海軍飛行場のことを、外国人教員であるレ

ーン夫妻に話したとして、軍機保護法違反で夫妻とともに検挙・起訴され、

懲役１５年と断罪されたのです。 

 

政府が画策している「重要土地調査規制法案」は、まさに軍機保護法と同

様の国民・監視弾圧法であることは明白です。そうである以上は、修正や付

帯決議で、本質を消すことは不可能であり全く無意味です。 

断固、廃案にすることを強く要請します。 

２０２１年５月２１日 

     北大生・宮澤弘幸「スパイ冤罪事件」の真相を広める会 

             事務局 福島清、根岸正和、水久保文明 

                   TEL: 03-3264-2905  chyda-kr@d8.dion.ne.jp 


